
GIGAスクール構想関連予算 端末一台4.5万円（補助上限）
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（出典）文部科学省作成資料



小中学校等の端末の調達状況（令和３年３月末時点）

※ 「納品完了」とは児童生徒の手元に端末が渡り、インターネットの整備を含めて学校での利用が可能となる状態を指す。

※ 公立学校情報機器整備費補助金によって整備する端末の状況を示しており、補助金を活用せず整備している自治体等については補助金の措置分（２／３）に相当する台数についての状況を示している

※ 令和２年度内に納品が完了しない理由

・ 入札の公示等はしたが不調になった

・ 端末への需給のひっ迫等による納期遅延 等

全自治体等のうち 1,748自治体等（96.5 ％）が令和２年度内に納品を完了する見込み、64自治体等（3.5%）が令和２年度内に納品完了しない見込み

○ 調査の概要
• 令和３年３月末時点の公立の小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程）及び特別支援学校（小学部・中学部）の端末の
整備状況（令和３年２月時点での予定）

• 提出自治体等数：1,812自治体等 ※ 「自治体等」とは都道府県、市区町村、一部事務組合を含む公立学校情報機器整備費補助金の対象である公立の義務教育段階の学校設置者

27（出典）文部科学省調べ



○概要
公立高等学校におけるICT端末の整備状況に関し、令和２年12月に新たな経済対策が閣議決定されたこと
などを踏まえ、文部科学省において都道府県の整備目標等に関し、令和３年３月末の見込みを調査

（実施時期：令和３年１～２月）

○対象
全都道府県教育委員会

○結果

28

高等学校の学習者用コンピューター整備状況



調査の概要
・令和３年３月末時点の公立の小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校の
校内通信ネットワーク環境整備等の現状（令和3年2月時点での予定）

・提出自治体等数：1,815自治体等 （学校数：32,787校）

校内ネットワーク環境の現状（整備に取り組んでいる学校数：32,228校※１）
86.2%の学校が令和２年度内に、97.9%の学校はほぼ新学期から供用開始の見込み

（86.2%）

※２

29

校内通信ネットワーク環境整備等の状況（令和３年３月末時点）



統合型校務支援システムの整備状況

（出典）文部科学省 令和元年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（概要）（令和２年３月現在） 30

「教育のICT化に向けた環境整備５か年計画（2018～2022年度）」に基づき、地方財政措置が講じられている



教育データ利活用の基盤となるデータ標準化等の取組を加速しつつ、個々の児童生徒の知識・技能等に関する学
習計画及び学習履歴（スタディ・ログ）等のICTを活用したPDCAサイクルの改善を図ることなどにより、誰一人取り残
すことのないよう、個々の状況に応じたきめ細かい指導の充実や学習の改善を図ることが必要。

様々なデータを連携して活用する取組 （大阪市：児童生徒ボード）

 教員が気になる児童生徒の状況を多面的に確認することで、
状況を迅速に把握し、きめ細やかな個別指導ができる。

 学校全体で問題を早期発見し、迅速な対応を取ることができる。

個々の子供に応じた
よりきめ細やかな指導

意見・回答の
即時共有を通じた
効果的な協働学習

知識・技能の定着を助ける
個別最適化（ＡＩ）ドリル

個々の子供の状況を
客観的・継続的に把
握（センシング技術）

学習記録データに基づいた、
効果的な問題や興味のありそ
うな学習分野等のレコメンド

学習履歴（スタディ・ログ）等を活用した個別最適な学びの充実

31
（出典）文部科学省 「教育のデジタル化・スマート化により教育の質の向上について」



主体情報
（教職員）

主体情報
（児童生徒）

内容情報

活動情報教材で
問題を解く

授業を行う

活動情報「Actor」のデータ
「Action」のデータ

「Ｏｂｊｅｃｔ」のデータ

 教育データに関して、現時点では先進自治体・学校等が調査研究を行っている段階であり、収集方法、活用方法に様
々なバラエティがあり、全国の学校における教育データの収集・利活用にコンセンサスがある状況にはない。

 一方、「GIGAスクール構想」 により小・中学校等の１人１台端末導入が加速し、データの収集・活用に関して一定の
ルールが必要な緊急の状況がある。

 このため、教育データ全体の将来的な展望を視野に入れつつも、まず、教育データ標準の枠組みの提示と学習データ
の起点としての「学習指導要領コード」を 「教育データ標準」（第１版）として令和２年10月16日に公表。

 今後、これまで制度等に基づき学校現場において普遍的に活用されてきたデータ等の標準化（※）について、 「第２
版」 として公表できるよう検討を進める。また、活用結果を見ながら、必要があれば改訂を行う。
※学校コードは令和２年１２月に公表。今後、学校健診情報などに関するデータの標準化を進める。

標準化の枠組み

 データの標準化は、教育データの相互流通性の確保が目的であるため、あらゆる取得できる可能性のあるデータを対象に
行うのではなく、全国の学校、児童生徒等の属性、学習内容等で共通化できるものを対象とする。

 教育データを、①主体情報、②内容情報、③活動情報に区分する。
① 主体情報 … 児童生徒、教職員、学校等のそれぞれの属性等の基本情報を定義。
② 内容情報 … 学習内容等を定義。（「学習指導要領コード」など）
③ 活動情報 … 何を行ったのかを定義。（狭義の学習行動のみだけではなく、関連する行動を含む）

進む教育データの標準化

32出典：文部科学省 「教育データの標準化について」
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